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分担研究報告書 

 

特定保健指導の７年度間の持続効果に関する研究 
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研究要旨：目的は特定保健指導を受けた対象者の改善効果が一時的であるか、あるいは

持続しているのかを明らかにすることである。保健指導を受けて体重なり血圧なりが改

善した場合、それが短期間の後に再び元の値に戻ってしまっていないか、あるいは体重

や血圧が改善したまま維持できているかについて検討した。対象は岩手県の南部に位置

するある市のひとつの地域の国保加入者とした。平成19年度または平成20年度に特定健

診を受診し、その検査結果により積極的支援の該当者を解析の対象にした。保健指導を

受けた人と保健指導を受けなかった人を７年度間にわたって検査結果を時系列に解析

した。その結果、保健指導を受けた人は受けなかった人に比べて６年間にわたって有意

に効果を持続していた。すなわち、保健指導を受けた人は初年度に保健指導により体重

や血圧など検査結果が改善しその後も持続して効果が維持され、一方保健指導を受けな

かった人は検査結果が改善せず、場合によっては悪化していたことが明らかになった。

これまで保健指導の効果は検証されてきたが、それは１年後などの短期間における評価

であった。今回は中長期にわたって保健指導効果が持続するかどうかについて時系列的

に評価を行った結果、特定保健指導による効果は７年度間にわたって持続していたこと

を明らかにした。 

 

Ａ．研究目的 

わが国においては生活習慣病対策の一環

として平成20年度より特定健康診断・特定

保健指導（以下、特定健診・特定保健指導）

が開始された1)。これは従前の基本健診の在

り方を反省し、それまでに指摘されてきた

多くの問題点を改め予防対策の明確な効果

を得ようとした施策である。すなわち、職

域や地域で実施されてきた基本健診は形骸

化し、検査結果を活用して生活習慣を改善

させるための保健指導は実効性を持って実

施されず、制度の理念はほとんど達成され

ていなかった。そこで、包括的に生活習慣

病を捉えるためにメタボリック症候群に焦

点を当てた健診が開始され、健診は保健指

導を必要とする人を描き出すためのスクリ

ーニングという位置付けに設定された。施

策の意義としては、メタボリック症候群と

いう一つの症候群の単純な予防対策ではな

く、少子高齢社会を本格的に迎えるわが国
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の保健医療施策の柱のひとつである。メタ

ボリック症候群は糖尿病、高血圧症、脂質

異常症等を構成疾患に持つが、これらの疾

病は脳卒中、急性心筋梗塞等の重篤な疾病

の危険因子であり、たとえば糖尿病の合併

症である網膜症、腎障害（人工透析）、神経

障害は患者のQOLを著しく低下させ、医療費

を増大させる。 

メタボリック症候群に焦点をあてた本制

度は、従来の健診に腹囲測定が加わったの

みならず、対象者が持つリスクファクター

を減らすことを目的とした6カ月間の保健

指導を実施するという、世界的に新しい制

度である。制度開始から5年間が経過し、そ

の間にデータの蓄積および制度の効果に関

する定量的評価が進んできた2)-5)。しかし、

先行研究では、保健指導の効果に関して短

期間（例えば１年間あるいは２年間程度）

の研究が多く、制度が開始されて以来の５

年間以上について解析した研究はない。そ

こで、特定保健指導を受けた人の中長期に

わたる時系列の保健指導効果を検討した。 

 

Ｂ．研究方法 

（１）対象 

 岩手県の南部に位置するある市のひとつ

の地域の国保加入者で40～75歳、平成１９

年、あるいはまた２０年度の健診を受診し

た者（便宜上、H19健診受診者の積極的支援

が1期生と呼び、H20健診受診者のそれを2期

生と呼ぶ）を対象者とした。保健指導を受

けた人（健康教室に参加）と保健指導を受

けなかった人（健康教室に不参加）を７年

度間にわたって追跡した。最初の年度の健

診結果とそれぞれ1年後、2年後、・・・5年

後、6年後の健診結果がある人の変化分を計

算した（図１）。 

それぞれ保健指導の教室参加の人、不参

加の人を対象として最初の年度を基軸に、

各年度の検査結果との２年度間の差を求め

てグラフ１～８までを描いた。 

（２）調査項目 

  保健指導利用者および未利用者の特定

健診の測定項目が使用された。すなわち、

分析に用いた測定項目は、身体計測数値（体

重、BMI、腹囲、収縮期血圧、拡張期血圧）、

検査数値（ヘモグロビンA1c、中性脂肪、HDL

コレステロール）であった。 

 

Ｃ．研究結果 

（１）対象者数のベースライン 

表１にあるように最初の年度の全体で15

47人であった。教室に参加した人は172人、

参加していない人は1375人であった。初年

度の保健指導の教室参加者172人のうち、１

年後における検査結果がある人は132人、２

年後は127人、６年後は79人であった。同様

に、初年度の保健指導の教室不参加者1375

人のうち、１年後における検査結果がある

人は783人、２年後は794人、６年後は388人

であった。 

（２）特定保健指導の効果 

グラフ１に示されたように、保健指導の

教室に参加した人たちは平均で３kg以上体

重を減らしていた。不参加の人たちは0.5kg

程度であった。その後、最初の年度に教室

に参加した人たちは、２年後、３年後、４

年後、５年後、６年後まで初年度と比較し

てほとんど変わりなく３kg以上の体重減少

を維持し続けてきた。一方、保健指導の教

室に不参加の人たちは0.5kg程度の改善で

あった。同様に、グラフ２の腹囲に関して

も保健指導の教室の参加者は５cmから７cm

程度の改善を維持していた。血圧（収縮期
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血圧、拡張期血圧）や糖代謝（HbA1c、空腹

時血糖値）では、保健指導の教室参加者は、

概して初年度の改善値を継続して維持して

いたが、教室不参加者は初年度の値を維持

できず悪化していた。 

 

 

 

図1 対象者のデータ解析の説明図 

• 40～75歳，H19かH20年度の健診を受診した者

• H19健診受診者（→積極的支援対象者が１期生として教室参加）

• H20健診受診者（→積極的支援対象者が２期生として教室参加）

H19→H20→H21→H22→H23→H24→H25

• 1年後，2年後，・・・，5年後，6年後の変化

1 2 3 4 61期生

2期生
1 2 3 54

5

 

 

表１ 解析の対象者 

 

 

 

 

－9－

13



10 
 

グラフ1  

－体重－ 

 

 

 

グラフ２ 

－腹囲－ 
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グラフ３            

－ＨｂＡ１ｃ－ 

 

 

グラフ４  

－空腹時血糖値－ 
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グラフ５             

－収縮期血圧－ 

 

グラフ６    

－拡張期血圧－ 
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グラフ７              

―中性脂肪― 

 

グラフ８                

－ＨＤＬ－ 

 

－13－

17



14 
 

Ｄ. 考察 

保健指導介入の効果について時系列

解析を行った。日本人で４０歳以上の肥

満や高血圧などの危険因子を持つ成人

を対象に薬物療法ではなく食事や運動

などの生活習慣の改善のための保健指

導介入を実施する施策は、本当に効果が

あるのか、あるならばその効果は持続す

るのか、という本質的な課題の検証が必

要であった。 

保健指導の効果に関して昨年度には

傾向スコアによる重み付け推定法を用

いて厳密に検討した。その際の回帰分析

のモデルは、平成21年と平成22年の身体

計測値および検査数値の１年間の変化

量を従属変数、積極的支援利用の有無お

よび平成21年時の身体計測値および検

査数値を説明変数とした。信頼区間の計

算にはロバスト分散6)7)を用いた。このよ

うに１年間に関する変化分に関しては

厳密な方法により有意な効果があるこ

とを証明した。しかし、これまで中長期

にわたる保健指導の効果があるのか否

かはほとんど実施されていなかった。 

今回の解析で『日本人で４０歳以上の

肥満や高血圧などの危険因子を持つ成

人を対象に薬物療法ではなく食事や運

動などの生活習慣の改善のための保健

指導介入を実施する施策の効果は持続

するのか、中長期にわたって維持される

のか』という課題に関して明確な回答を

示した。 

本研究から得られた最も重要な知見

は、肥満や高血圧などのリスクを持つ成

人に対して予防政策による特定保健指

導の介入が７年度間にわたって持続的

な効果をもたらすことを明らかにした

点である。すなわち、体重、BMI、腹囲、

ヘモグロビンA1c、中性脂肪、HDLコレス

テロールについて、積極的支援による保

健指導介入群は、非介入群に比べて明か

に改善がみられた。近年、一般健康診断

の効果の程度について議論があるもの

の8)、健康リスクアセスメントに基づく

指導の効果について検証したシステマ

ティックレビューによると、血圧やコレ

ステロール等の改善がみられると報告

されている9)。限界点として対象者数が

多くなく、また東北地方にあるひとつの

保険者に関するテータである。今後は大

規模データを用いて、わが国の特定健

診・特定保健指導の効果について検証を

更に長い期間にわたって行っていくこ

とが期待される。 

 

Ｅ. 結論 

わが国の生活習慣病の予防政策とし

て、平成20年度から特定健診保健指導制

度が導入された。今回、積極的支援対象

者に対する特定保健指導の効果につい

て中長期の持続効果について時系列的

な解析を行い検証した。これまで日本人

のリスクのある人を対象に、6カ月間の

保健指導（非薬物療法、食事指導、運動

指導など）により効果があるか否かにつ

いて、短い期間しか検討されていなかっ

た。本研究は、積極的支援対象者に対す

る特定保健指導について、一定の持続効

果があることを明らかにした。 
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